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インドネシアの基礎指標 

基礎指標 指標値 基準年 

総人口（国全体） 2.61 億人 1) 2016 年 

一人当たり名目 GDP 3,605USD2) 2015 年 

実質経済成長率 5.0％2) 2016 年 

５歳未満児死亡率 26.2 人／千人あたり 3) 2015 年 

乳児死亡率（１歳未満） 22.2 人／千人あたり 3) 2015 年 

出生時平均余命 70.84 歳 3) 2015 年 

成人識字率 95.44％4) 2015 年 

都市人口の割合 53.7％5) 2015 年 

都市人口の年増加率 2.60％5) 2014-2015 年 

改善された飲料水へのアクセス率 

（全国・都市・農村） 
87％・94％・79％6) 2015 年 

出典： 1) 国連データ・ポータル 

 2) 外務省 HP「インドネシア共和国基礎データ」 

 3) インドネシア保健省 2016 年公表資料 

 4) UNESCO ホームページ 

 5) 世界銀行ホームページ 
 ６) WHO/UNICEF Joint Monitoring Programme 

 

調査対象地域位置図 

 
出典：調査団作成資料 
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公共事業・国民住宅省人間居住総局 
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PAM Jaya 協議 
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 業務概要 

 業務実施の背景・目的 

現在、世界では約６億６千万人が安全な水を得ていないとされ、たとえば、アジア地域では約１

割前後の人々が安全な飲料水を継続的に利用できない状況にある。このような現状を打開する

ため、水道供給の拡大が図られているところであるが、既存の水道の多くは、高い漏水率、低い

料金回収率、安全でない水質、不安定な給水など多くの課題を抱えており、水道施設の整備や

水道技術者の育成が急務となっている。 

インフラシステム輸出戦略（平成 28 年５月改訂）においても、新たなフロンティアとなるインフラ分

野として上水道分野が設定され、官民が連携し我が国の優れた技術やノウハウを活かした国際

展開を図ることとされている。 

一方、インドネシアをはじめとする東南アジア諸国の中には、過去において日本の協力によって

整備された水道施設について適正な維持管理が求められているところもある。 

本業務は、水道分野の関係者が連携して水ビジネス案件の形成を図るため、インドネシア国を

対象に具体案件の発掘・形成調査を行うものである。 

 

 工程・方法 

1.2.1 事業実施工程 

本事業調査は、以下に示すフローに従って実施した。 

 

図 1 調査実施フロー 

• 既存文献調査
• ３提案案件骨子説明資料作成
• 現地との連絡調整

準備作業

関連機関(中央政府・水道協会)ヒアリング・協議
• 「イ」国水道分野関連法制度・関連計画の確認
• 想定３案件の内容確認協議
PAM Jaya協議
• 既存サービス状況・課題の確認
• 対策・計画内容および進捗状況の確認
• 提案内容の協議

現地調査（PAM Jaya）

• 報告書の作成

成果品作成

• PDAM Banjarmasinに対する提案骨
子説明資料修正

• 現地との連絡調整

準備作業

PDAM Banjarmasin協議
• 既存サービス状況・課題の確認
• 対策・計画内容および進捗状況の確認
• 提案内容の協議

関連機関（大使館・JICA）報告
• 提案内容確認協議
• 今後の進め方の確認

現地調査（PDAM Banjarmasin）

• 提案内容改善
• 実施計画策定
• 報告会資料作成

検討作業

• 参加者募集・開催調整
• 更なる改善提案の検討
• 今後の主体プレイヤーの検討

報告会の開催

• 改善提案説明資料作成
• 現地機関への送付

フォローアップ
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1.2.2 現地調査期間及び内容 

1) 実施期間 

第 1 回（ジャカルタ首都特別州）： 2017 年（平成 29 年）1 月 30 日～2 月 3 日 

第 2 回（バンジャルマシン市および周辺）: 2017 年（平成 29 年）2 月 27 日～3 月 3 日 

2) 現地調査項目 
ヒアリング・現場踏査先 具体確認事項 

公共事業国民住宅省人間居住総局

水道システム開発局 

 国家中期開発計画の進捗状況 

 我が国による支援の可能性・推奨案件 

 我が国以外の二国間・多国間援助機関の参入状況 

 提案プロジェクトの内容・役割分担・スケジュール等の

確認協議 

 COE プログラムの進捗状況 

 関連法制度 

インドネシア水道協会  PAM Jaya、PDAM Bandarmasih の経営状況・運営状況 

 人材育成支援に関する対象範囲の確認 

 JISCOWAPINDO を通じた最新情報共有・今後の連携内容

確認 

ジャカルタ 

PAM Jaya・PALYJA・AETRA 

 ジャカルタの水道サービス状況・施設維持管理状況の

確認、課題整理 

 1997 年 JICA 策定マスタープランの進捗状況、見直し内

容の確認 

 提案内容および実施計画案協議 

 日本に期待する技術支援・人材育成支援内容の協議 

 水道施設の運用実態・技術レベルの確認 

 ジャカルタ首都特別州への協議報告内容・方法・スケジ

ュール協議 

南カリマンタン州 

PDAM Bandarmasih ・ PDAM Kab. 

Barito Kuala・PDAM Kab. Tanah 

Laut 

 

 SPAM Regional プロジェクトの最新情報・進捗の確認、

課題整理 

 PDAM Bandarmasih 他関連 PDAM の水道サービス状況・施

設維持管理状況の確認 

 提案内容および実施計画案協議 

 日本に期待する技術支援・人材育成支援内容の協議 

 水道施設の運用実態・技術レベルの確認 

 南カリマンタン州政府・バンジャルマシン市・隣接 4県

への説明方策確認 

 

 団員の構成 

氏名 所属 担当（役割） 

水井一成 パシフィックコンサルタンツ株式会社 管理技術者（業務全体の管理統括）

三野史朗 パシフィックコンサルタンツ株式会社 担当技術者（案件実施計画作成） 

森山佳奈 パシフィックコンサルタンツ株式会社 担当技術者（情報分析検討） 

富岡透 水 ing 株式会社 水道専門家（現地調査） 

小林茂樹 一般社団法人海外水循環システム協議会 水道専門家（現地調査） 

今田俊彦 株式会社日水コン 水道専門家（現地調査） 

原崇志 新日本有限責任監査法人 水道専門家（現地調査） 

小島高志 アーバンリジリアンス株式会社 水道専門家（現地調査） 

菅原繁 JICA 長期専門家（上水政策アドバイザー） 水道専門家（現地調査） 
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 調査対象の現状および課題 

 国レベルの水道分野の現状と課題 

2.1.1 社会経済情勢および開発政策 

東南アジアで最大の人口と国土を有し、近年も堅調な経済成長を維持しているインドネシア（以

下「イ国」）は、G20 メンバーとして国際舞台での存在感も増している。我が国とは長年友好関係

にあり、日本にとってイ国は最大の被援助国である他、近年では日・インドネシア経済連携協定

(2008 年)や「ジャカルタ首都圏投資促進特別地域(MPA：Metropolitan Priority Area)」の合意

(2010 年)など、経済開発面での結びつきが強い。 

2015 年の一人当たり GDP は 3,605USD と依然低水準で、2014 年の貧困率 11.25％、特に都市

部貧困率の 14.17%に比べて地方部が 8.34％と低く、経済面での地域間格差が社会問題となっ

ている。イ国政府はインフラ不足への対策を重視し、2025 年までに GDP 規模世界 10 位以内を

目標に掲げた「経済開発迅速化・拡大マスタープラン（MP3EI）」を 2011 年に策定し、第 5 次国

家中期開発計画（2010～2014 年）では 11 の優先課題の一つに上水道を含むインフラ整備戦

略を位置づけ、水道事業の PPP 方式による整備の際の政府保証制度の拡充や地方 PDAM の

経営改善 などに注力 してきた。 財務省が 出資・設立した IIGF(Indonesia Infrastructure 

Guarantee Fund)を通した政府保証やリスク軽減によって、電力や道路等の分野では PPP 案件

の成案が進んだが、上水道分野では、大規模案件になるほど地域関係者間の利害調整などに

時間を要し、また、2015 年 2 月の憲法裁判所による民間ボトル水製造会社の湧水水源の独占

状態に対する違憲判決を受けて民間企業の水供給事業参画を規定していた水源法(2004 年第

17 号)が無効となったために、水源開発や導水施設整備を含むような案件は PPP で実施されな

くなったこともあり、外資による PPP 案件は一件も成立されなかった。このような状況下、現ジョ

コ・ウィドド政権は、重視する開発 3 側面の一つの人間開発において保健衛生を挙げた第 6 次

国家中期開発計画（2015～2019 年）に基づき、ジャカルタを中心とするジャワ島とそれ以外の島

嶼部との格差の是正を掲げ、5 年間での上水道を含む必要インフラ投資総額約 55 兆円の確保

に向けて、投資環境の整備を図っている。 

上水道セクターの資金調達割合は次のとおりで、国の拠出資金 DGHS および DGWR は全体の

2 割、残りは地方政府が 47％、PPP 及び B toB が 8％、PDAM が 7％などとなっている。 

 
出典：Regional Water Supply (SPAM Regional), Public Private Partnership (PPP),and Business To Business In 

Water Supply Development in Indonesia, Jakarta, January 30,2016 

図 2 水道施設整備の資金源の構成割合 
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これら資金は、水道施設を原水施設、浄水場等の製造施設、配水・給水施設に分類し、公共事

業・国民住宅省の中で、水源開発を所管する水資源総局が原水施設（水源開発及び導水施設）

の整備、水道整備を所管する人間居住総局が製造施設（浄水場から配水池まで）の整備の費

用に充てられ、配水池以降が州政府予算で充てられるとされているが、厳密にこのように運用さ

れているかどうかは不明である。 

 
出典：Regional Water Supply (SPAM Regional), Public Private Partnership (PPP),and Business To Business In 

Water Supply Development in Indonesia, Jakarta, January 30,2016 

図 3 資金源別の適用対象施設 

2.1.2 上水道セクターの開発課題 

イ国は 2015 年には安全な水へのアクセスに関するミレニアム開発目標値（68.87%）を達成した

が、現行の第 6 次「国家中期開発計画（RPJMN）2015～2019 年」では 2019 年までの安全な水

へのアクセス率を 100%とする野心的な目標を掲げている。全国の上水道整備や開発を管轄す

る公共事業・国民住宅省人間居住総局水道システム開発局は、特に、水道整備によるアクセス

率増加に注力しており、国連の MDGs モニタリング機関の 2015 年の最新報告によると、上水道

施設による改善された水を利用している人口の割合はイ国全体で 22%しかなく、さらにその内訳

は都市部 33%、地方部 9%と、大きな地域格差がある。この低い水道整備率を 2019 年には 60%ま

で引き上げるべく、目標達成に向けた課題として以下を挙げている。 

・ 未利用水量 38,000L/s の活用や平均漏水率 33%の改善 

・ 2019 年までの水資源量 128m3/s の開発 

・ PDAM の経営改善 

・ 大都市部の水道拡張や地方広域水道の整備とその予算確保 

中でもダムによる水資源開発と水道整備計画が進行中で、2016 年 3 月には公共事業・国民住

宅省内の、水道システム開発局を所管する人間居住総局と水資源総局が合同で、省内初の合
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同セミナーを開催するなど、水源開発と水道整備とが一体となった SPAM Regional と呼ばれる

広域水道整備案件の促進が期待されている。 

 

出典：公共事業・国民住宅省 2 総局合同セミナー資料 

図 4 広域水道整備案件（SPAM Regional）分布 

一方で、地方部の低いアクセス率の一要因には、給水率の拡大に必要な給配水施設の整備費

用確保の困難性がある。そのため、全国に 380 程度存在する PDAM の経営改善を掲げている

が、経営状況は近年特に改善が進んでいない。全国上水道システム開発援助庁(BPPSPAM)の

最近の PDAM 経営健全度評価によると、経営が健全な PDAM の割合は微増傾向にあるものの、

不健全もしくは劣悪と評価される PDAM 数は依然全体の約半数となっている。 

 

出典：全国上水道システム開発援助庁ホームページ掲載データより調査団作成 

図 5 PDAM の事業経営健全度評価の割合推移 
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 調査対象地域の水道分野の現状と課題 

2.2.1 ジャカルタの上水道セクターの現況・問題点 

1) 現況 

(1) 中央政府による水源開発事業 

ジャカルタ首都特別州の主要水源である Jatiluhurダムの水源開発事業は、中央政府および

州政府が管轄する事業であり、以下のように 2 期に分かれている。 

 

出典：Regional Water Supply (SPAM Regional), Public Private Partnership (PPP),and Business To Business In 

Water Supply Development in Indonesia, Jakarta, January 30,2016 

図 6 Jatiluhur 水源開発事業の概要 

A. Jatiluhur 水源開発事業Ⅰ 

供給区域はジャカルタ特別州、西ジャワ州（ブカシ県、ブカシ市、カラワン県）、

Jatiluhur 水源開発事業Ⅰは原水レベルで当該地域に 3,544L/s を供給しその実施

は PPP 事業の枠組みで行なうことになっている。 

諸元は次表のとおりで、2014 年に覚書（MOU）と協力協定が結ばれ、2016 年には契

約企業（PJT II：Perum Jasa Tirta II）が FS 及び環境影響評価を実施しているが、用地

の取得は現在進行中である。 
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表 1 Jatiluhur 開発Ⅰの緒元 

 
出典：Regional Water Supply (SPAM Regional), Public Private Partnership (PPP),and Business To Business In 

Water Supply Development in Indonesia, Jakarta, January 30,2016 

開発施設の配置、フロー図を以下に示す。 

 

出典：Regional Water Supply (SPAM Regional), Public Private Partnership (PPP),and Business To Business In 

Water Supply Development in Indonesia, Jakarta, January 30,2016 

図 7 Jatiluhur 水源開発事業Ⅰの施設配置 
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供給量の内訳は以下で、ジャカルタ特別州の供給量は 4,000L/s である。 

表 2 Jatiluhur 水源開発事業Ⅰの供給量内訳 

 

総事業費は 1.67 兆 IDR で、ジャカルタ特別州内の水道事業を管理する水道公社

（PAM Jaya）は 3,040IDR/m3 の単価で水を購入する計画となっている。IRR（内部収益

率）は 14.29％であり、投資回数年数は 10.5 年と試算されている。 

表 3 Jatiluhur 水源開発事業Ⅰの総事業費 

 

本事業の工程表は次表のとおりで、2017 年度は引き続き環境影響評価、取水許可申

請、用地取得を行い、取水、導水、浄水場、送水、配水管の整備は 2018 年開始 2022

年終了とされている。 
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表 4 Jatiluhur 水源開発事業Ⅰの整備工程 

 

B. Jatiluhur 水源開発事業Ⅱ 

Jatiluhur 水源開発事業Ⅱの給水区域はジャカルタ特別州のみである。供給能力は

5,000L/s であり、2018 年の第 18 回アジア大会開催も踏まえ、2020 年のジャカルタ特

別州の需要量に対してその 77.47％を給水するとされている。 

表 5 Jatiluhur 開発Ⅱの緒元 

 

開発施設の配置、フロー図は次のとおりで、施設整備の調達資金源も示している。 
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出典：Regional Water Supply (SPAM Regional), Public Private Partnership (PPP),and Business To Business In 

Water Supply Development in Indonesia, Jakarta, January 30,2016 

図 8 Jatiluhur 水源開発事業Ⅱの資金源別の開発フロー図 

開発施設の整備工程は下表のとおり、2017 年に用地取得、2018 年から取水、導水、

浄水施設の整備を行い 2 年で完了させる計画である。 

表 6 Jatiluhur 水源開発事業Ⅱの整備工程 

 

Jatiluhur 水源開発の全体資金源別工事別支出額は次表のとおりで、Jatiluhur 水源開

発事業Ⅰは取水、浄水施設ともに中央政府資金、Jatiluhur 水源開発事業Ⅱは取水、

導水、浄水施設までは中央政府資金、ジャカルタ特別州地域への送水、配水施設、

無収水対策はジャカルタ特別州が資金源となっている。 
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表 7 Jatiluhur 水源開発事業全体の資金源別工事別支出額 

 

(2) ジャカルタ水道公社における水道事業の全体概況 

ジャカルタ水道公社(PAM Jaya)が経営するジャカルタの水道施設の概要を下図に示す。 

 

出典：PAM Jaya 提供資料 

図 9 ジャカルタの水道施設概要 
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給水世帯数は 839,391 件であり、現在の施設給水能力は 18,025L/s である。区域の２つの

コンセッショネアが管理しており、東側のAETRAの施設能力は9,000L/s、給水戸数435,777

件、西側の PALYJA はそれぞれ 9,025L/s、403,614 件である。 

ジャカルタの水源の 81％を西タルム運河（WTC：West Tarum Canal）に依存しており、タンゲ

ランの水源が 16%、残りの 3％がジャカルタ市内にある水源である。 

 
出典：PAM Jaya 提供資料 

図 10 ジャカルタの水源構成 

下表にジャカルタ水道の管理者（コンセッショネア）別の水源構成を示している。AETRA は

全てを西タルム運河に依存しており、PALYJA は西タルム運河（62％）、タンゲラン水源

（32%）、ジャカルタ市内にある水源（6％）となっている。 

表 8 ジャカルタの管理体制別（コンセッショネア）の水源構成 

 
出典：PAM Jaya 提供資料 
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ジャカルタの浄水供給の内訳は下図のとおりで、市域の需要（人口）の 60％が戸別給水

（Directconnection）と公共栓(Public hydrant)によって水道施設から給水されており、40％が

他の水源からの供給となっている。 

 
出典：PAM Jaya 提供資料 

図 11 ジャカルタの浄水供給内訳 

ジャカルタ水道の課題は、①水源の不足、②普及率62％、③市内水源の汚染、④高い無収

率、⑤投資額が多大といった項目があげられている。 

需要と供給能力の将来予測値を下表に示す。2015 年の一日最大需要量は 21,870L/s であ

るが、供給能力は 18,025L/s であり、3,845L/s 不足している。2020 年の一日最大需要量は

26,773L/s となり、給水能力が現状のままとすると不足量は 11,425L/s となることが示されて

いる。ただし、この試算値には無収率を 40％（2015 年）から 26％（2020 年）と見込んであり、

これが達成されなければ不足量はさらに増大する。 

表 9 ジャカルタ水道の給水状況予測（計画目標） 
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出典：PAM Jaya 提供資料 

図 12 ジャカルタの給水区域 

水源開発及び浄水場等の整備を行なう目標値は下図に示されている。2016 年から 2018 年

まで小規模の水源開発（合計 750L/s）を行い、2019 年に BuaranⅢの 3000L/s、2020 年に

Jatiluhur 開発Ⅰの 4,000L/s を見込んでおり、2020 年の不足量は 2,275L/s としている。 

 
出典：PAM Jaya 提供資料 

図 13 ジャカルタ水道の施設整備目標 

(3) PALYJA による水道コンセッション事業の概況 

PALYJA（PT. Pam Lyonnaise Jaya）は 1998 年からジャカルタ特別州の西側の水道水供給の

運転管理を行なっているコンセッショネア（民間企業）である。 
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PALYJA は 4 浄水場（浄水量 9,025L/s）を管理しているが、そのうち Pejompongan に 2 系列

の大規模な浄水場を有している（合計 5600L/s）。水源は WTC、Krukut 川、Cengkareng 

Drain、Tangerang との合意に基づく浄水購入（Cisadane 川）から構成されている。 

 

表 10 PALYJA の浄水施設能力と水源 

 
出典：PAM Jaya 提供資料 

 

表 11 PALYJA の給水状況改善指標 

 
出典：PAM Jaya 提供資料 

PAM Jaya 提供資料では、1998 年のコンセッション開始時から 2016 年まで給水状況が改善

してきている。具体的には、接続数が 201,000 件から 403,000 件、給水量が 89.2 百万 m3/

年から 162 百万 m3/年、アクセス率が 32％から 73.2％、普及率が 32％から 60％、無収率が

59.4％から 41.6％へと改善していることが分かる。 

浄水場のうち Krukut 川から取水している Cilandak 浄水場の原水水質は悪化しており（アン

モニア性窒素は平均 1.7mg/L、最大 6.9mg/L、水質基準 1mg/L）、2016 年 12 月から従来

の急速濾過法の前段に好気性の生物処理（MBBR：Moving Bed Biological Reactor）を設置

した。 

PALYJA が 2007 年に作成した基本計画から需要地への配水の状況を整理すると表 12 の

通りである。PALYJA はゾーン１、4、5 の地域に配水しており、ゾーン１へは主として

Pejompongan 浄水場からの直接配水、ゾーン 4 へは Taman Kota 浄水場及び配水センター

DC-R4 から、ゾーン 5 へは主として Cilandak 浄水場、配水センターDC-R5 から配水されて
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いる。配水圧は 0～1.4kg/cm2の範囲にあり、平均的な水圧は 0.4～0.6kg/cm2としており、北

部及び東北部の水圧不足が指摘されている。 

表 12 PALYJA の需要地への配水の状況 

 
出典：PAM Jaya 提供資料 

(4) AETRA による水道コンセッション事業の概況 

AETRA（PT. Aetra Air Jakarta）はジャカルタ市内の Ciliwung 川の東側の区域の給水を担当

している民間企業である。ジャカルタ市との契約期間は 1998 年 2 月 1 日から 2023 年 2 月 1

日までの 25 年間である。給水区域は北ジャカルタのほとんど、中央ジャカルタの一部、東ジ

ャカルタの全部を含む。下図に示すように給水戸数は 435,777 件（北部 151,146 件、南部

284,631 件）、2 箇所の戦略的業務地域（Business units）、13 の業務地域に給水している。 

 
出典：AETRA 提供資料 

図 14 AETRA の給水区域 
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水源はいずれも WTC でありその概要図を下図に示す。その設計導水能力は 21m3/s であ

る。 

 
出典：AETRA 提供資料 

図 15 導水施設の配置 

2016 年 2 月以降 Bekasi 堰サイフォン（能力 18m3/s）が整備され、以下のような改善が見られ

た。 

① 導水量：PJT II の目標水量を満足し、2016 年の計画 9,682L/s に対して実導水量

は 10,102L/s であった。 

② 原水水質：2016 年の水質は改善し、特にアンモニア性窒素、鉄、マンガン、有機

物、濁度は過年度に比べて低かった。 

③ 安定性の向上：断水等がなく PJT II は AETRA の需要を全て満たすことができた。 

浄水場は Buaran I（2,500L/s）、Buaran II（2,500L/s）、Pulo Gadung（4,000L/s）の 3 箇所で

あり、総給水能力は 9,000L/s である。 

表 13 AETRA の浄水施設能力と水源 
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浄水場と主要な配水センターの運転実績を下表に示す。Buaran 浄水場は設計値に対して

2017 年度は 22%増、Pulogadung 浄水場は 8％増、CDC（Cilincing 配水センター）は 34％増

と設計値を大幅に上回る運転をしている。浄水場でのヒアリングでは、高濁時には取水を停

止する場合があるとのことであった。 

表 14 AETRA の浄水場、配水センターの運転実績 

 

2007 年に作成した基本計画から需要地への配水の状況を整理すると下表の通りで、

AETRA はゾーン 2、3、6 の地域に配水しており、Pulo Gadung 浄水場は主としてゾーン 2、

ゾーン 3 へ、Buaran I 浄水場は主としてゾーン 6 へ、Buaran II 浄水場は主としてゾーン 3 へ

配水している。配水圧は 0～1.4kg/cm2 の範囲にあり、平均的な水圧は 0.4～0.6kg/cm2 とな

っている。 
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表 15 AETRA の需要地への配水状況 

 

 

2) ジャカルタ水道の課題 

PAM Jaya がまとめているジャカルタ水道の課題は以下の通りである。 

① 水源の不足、水源開発の遅れ 

② 普及率が低い（62％） 

③ 市内水源の汚染 

④ 高い無収率 

⑤ 投資額が多大 

現地調査の結果から、これに加えて以下の事項が挙げられる。 

⑥ 浄水場、配水センターの整備が進んでいない 

⑦ AETRA の Buaran 浄水場の稼働率が高い（設計値の 122％） 

⑧ AETRA の配水センターの稼働率も高い（CDC は設計値の 134％） 

⑨ 配水圧が低いため、地域によっては常時または時間帯によって断水が想定される 

⑩ 上記のことから自衛のため地下水の取水が行なわれている 

⑪ その結果として、地盤沈下と沿岸部における塩水化が続いている 

 

課題を構造化すると、まず、水源開発の遅れはそれに要する投資額が多大であり、進捗が進め

ないことによる。また、水源不足の一因は市内水源の汚染により取水が限られることにも起因し

ている。このような水源開発の遅れから浄水場や配水センター等の水道施設の整備が進まない

こととなり、さらに無収水対策も資金の不足により進捗が進んでいない。水道施設の整備が進ま

ないことにより浄水場や配水センターの稼動率が高く、その結果断水などの給水停止が生じて

いる。また無収水対策が進まないことにより、漏水等による水圧不足も生じることになる。 
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その結果、需要者は地下水の取水を継続し、地盤沈下と沿岸部の塩水化が進行している。さら

に水道への転換が進まないことにより普及率が低いままとなっている。 

課題の構造化に対し対策を整理し、その結果課題がどのように解決していくかを下図に示す。 

市内の水源汚染に対しては下水道の整備等が不可欠であり、その結果水質が改善すれば市

内の水源確保も可能となる。また、資金の不足に対しては、適切な資金源を確保すること（JICA

等による支援）により、水源開発が促進され、無収水対策も可能となる。その結果、水道施設の

整備が進展し、需要地における配水圧が確保され、地下水取水を改善可能となり、その結果、

水道への転換が進むことで普及率も改善し、地盤沈下や塩水化の改善が促進される。 

 

出典：調査団作成 

図 16 課題解決のための施策の関連図 

3) 1997 年 MP/FS の進捗状況 

JICA ではコンセッションが始まる前の 1997 年にジャカルタ特別州基本計画見直し、フィージビ

リティスタディ（FS 調査）を実施している。 

まず FS 調査で検討した優先的な整備施設について現況の整備状況を整理すると下表の通り

である（1997 年 MP/FS の 2nd Stage, 2nd Phase の施設を掲載）。WTC の改修は行なわず、能

力を 5,000L/s から 3,000L/s としている。ただし、この水源取水の水利権申請は未だ行なわれ

ていない。浄水場は BuaranIII 及び東部新設浄水場の整備をあげていたが、いずれも整備され

ていない。BuaranIII は用地確保しているが、PAM Jaya は水利権を未だ申請できておらず、既

存の Buran 浄水場の稼働率は 122%となっていることから、今後はこの整備を最優先として検討

することが必要である。 

また、R1、R4、R5 配水センターの拡張、R6 配水センターの新設をあげていたが、いずれも整備

されていない。R1 配水センターは前述の CDC（Cilincing 配水センター）のことであり、整備され

ていないことで設計値の 134%の稼働率となっており、危機的な状況である。 
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表 16 1997 年MP/FS での優先整備施設の整備状況 

 

 

出典：1997 年 MP/FS 

図 17 1997 年 MP/FS にあげられた整備施設 
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2.2.2 バンジャルマシン市および周辺の上水道セクターの現況・問題点 

1) 現況 

(1) Banjarmasin 市 

カリマンタン島の南カリマンタン州の州都である Banjarmasin 市は、625,481 人（2011 年セン

サス）の人口を抱える地方都市である。石炭が多く埋蔵されており、経済的に比較的豊かで

ある。以下に Banjarmasin 市の位置図および区ごとの人口を示す。 

 

図 18 Banjarmasin 市位置図 

表 17 Banjarmasin 市の人口 

地区名 人口 

Banjarmasin Selatan 146,068 

Banjarmasin Timur 111,912 

Banjarmasin Barat 143,461 

Banjarmasin Tengah 91,700 

Banjarmasin Utara 132,340 

合計 625,481 

A. 既存上水道インフラの現状 

PDAM Banjarmasin の既存上水道システムの送配水系統を以下に示す。 
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図 19 既存上水道システムの送配水系統 

取水場は以下の 4 箇所で、市内を流れるマルタプラ川を主な水源としているが、

Pematang 取水場は、約 60km 離れたリャムカナンダムから灌漑用水路から流れてくる

運河水を取水し、マルタプラ川の水源と混合取水している。 

表 18 PDAM Banjarmasin の取水場概要 

取水場名 取水量 水源 課題・特徴 

Bilu 取水場 500L/s 
マルタプラ川 ・ 乾期の塩分高濃度。 

・ 雨期と乾期の変わり目の水質変化の浄水処理が困難。

Tabuk 取水場 1,750L/s 

マルタプラ川 ・ 雨 期 に 、 上 流 域 の 土 木 工 事 な ど が 重 な る と 最 大

9,000NTU になる濁度（森林伐採のため土砂が流出し

ている。普段の濁度は 50～100NTU）。 

・ 乾期は水量が 7 割になる。 

Pematang 取水

場 
1,100L/s 

マ ル タ プ ラ 川 と

60km 離れたリャム

カナンダムの併用

・ 1993 年にイタリアの支援で建設。 

・ 建設当時の MOU ではダムから 1,100L/s の取水量だ

ったが、5 年目以降に少なくなって現在は 600L/ｓで、し

かも雨期の 3 ヶ月間のみのダム水源利用。水量減少の

理由は、魚養殖用、ダムの水草の繁茂など。 

Lulut 取水場 50L/s マルタプラ川支川  

 

  

図 20 Bilu 取水場 
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図 21 Tabuk 取水場 

  

図 22 Pematang 取水場 

  

図 23 Lulut 取水場 

浄水場は 2 箇所存在し、合計 2,250L/s の処理能力を有する。Puramuka 浄水場は急

速ろ過システムとして、凝集沈殿槽への上向流傾斜版を設置したり、沈殿池に洗浄ト

ラフを施すなどの工夫が見られる。また、Ahmad Yani 浄水場では、50L/s の浄水排水

を再処理して利用している模様で、一定の技術レベルが認められる。 

表 19 PDAM Banjarmasin の浄水場概要 

浄水場名 浄水量 水源 

Ahmad Yani 浄水場 500L/s Bilu 取水場とその他（恐らく Tabuk 取水場）の混合 

Pramuka 浄水場 1,750L/s Tabuk 取水場と Pematang 取水場 
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図 24 Ahmad Yani 浄水場 

  

図 25 Pramuka 浄水場 

B. 上水道サービスの現状 

2015 年の人口約 70 万人に対する接続数は 163,140 で、給水率は 99.93％とほぼ全

てのエリアをカバーしている。無収水率は 29％だが、平均水道料金は 6,100IDR/m3

（約 54 円/m3）でほぼコストリカバリーができている。 

(2) SPAM Regional Banjar Bakula 

南カリマンタン州の 2 市 3 県にまたがる広域水道事業 SPAM Regional Banjar Bakula の供給

区域は以下のとおりで、供給地域によって整備フェーズが 2 つにわかれており、現在は第 1

フェーズが進行中である。 
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出典：調査団作成 

図 26 SPAM Regional Banjar Bakula 供給範囲 

2 市 3 県にまたがる広域水道への期待の程度は、PDAM によって異なる。水量が圧倒的に

不足している東部・南部(Tanah Laut 県)では期待が高いが、水量よりは原水河川の水質問

題を抱える Banjarmasin 市や Barito Kuara 県では、広域水道が整備されてもその水源は既

存水源と同じ河川のため、水質の課題解決につながらず、期待が低い。 

また、広域水道は中央政府と州政府による用水供給事業だが、特に州政府には水道技術

者が少なく事業実施経験も無いため、不安視している模様。特に PDAM Bandarmasi（バンジ

ャルマシン市水道公社）は、寧ろ PDAM が州政府と技術的に協力・支援したい、と考えてい

る。 

(3) PDAM Kab. Barito Kuara の水道サービスに関する現況 

Barito Kuala 県は南カリマンタン州の西部に位置し、幅の広い河川に囲まれているため、河

川で区切られたエリアごとに独立の取水・浄水施設を持つ。最大の水質課題は、

Banjarmasin 市同様に、乾期の塩水河川遡上による高濃度塩水処理であり、濃度が高くなる

と取水量を減少させ、時期によっては数日間取水を停止している。また、泥炭湿地も分布す

るため、雨期開始時期の河川への周辺土壌からの浸水で色度が数百 pt-co レベルまで急

激に上昇することも、課題の一つとなっている。 

(4) PDAM Kab. Tanah Laut の水道サービスに関する現況 

Tanah Laut 県は南カリマンタン州の南東部に位置する。この一帯は大規模河川が少なく、更

に乾期には河川水量が年々低下しており、原水量の確保が最大の課題となっている。河川

上流域では森林の違法伐採が指摘されているが、PDAM 職員によると、乾期の河川水量低

下の最大の原因は、民間の金採掘業者による採掘時に使用する土砂の河川への投棄との

ことである。汚泥が河床に溜まるため、自然河川の川幅が維持できていない。 
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2) バンジャルマシン市周辺の課題 

地域一帯の共通課題は、水源の確保であるが、その内容は地域によって異なっている。 

水源を河川に依存している Banjarmasin 市や Barito Kuala 県は、海水遡上による高塩分濃

度水の浄水処理に苦慮している。マルタプラ川は、毎年 8 月から 11 月にかけて海水が遡上

し、原水中の塩分濃度が最大で 5,000ppm まで上昇する。現行では塩分濃度が 500ppm を

超えた場合は他の水源と混合希釈する形で浄水場に送水し、1,500ppm を超えた時点で取

水停止している。 

また、マルタプラ川は市街地を流れる河川であり、近年の人口増加に伴う生活雑排や農業

等の影響で、有機物や全大腸菌群の濃度も上昇している。 

これらに加えて、雨期と乾期の変わり目でも水質が急激に変化する。Banjarmasin 市は、

Dumai と異なり地域一帯の土壌が泥炭に覆われているわけでは無く、Pematang 取水場近辺

など一部の地域に泥炭が堆積している状況である。このため乾期の原水色度はそれほど高

くないが、雨期になるとこれらの泥炭から滲みだす雨水がフミン質を大量に含み、高色度の

雨水等が河川に流入するため、原水の色度が一気に上昇する。また、雨期が終わると、河

川へのこれら周辺土壌から滲みだす雨水の流入が途絶えるため、水質が急激に変動する。 

これらの各水質項目に関する急激かつ大幅な値変動に対して、PDAM Banjarmasin は独自

研究もしつつ対策を検討しているが、最適解が見つかっていない。雨期の高色度原水は、

pH と濁度が低くなるためフロック形成に苦慮しており、色度軽減は前塩素処理の注入量を

増やすことで対応している。塩素注入量の増加は副生成物トリハロメタンの発生リスクを高め

るため、塩素処理以外の早急な対策が必要と考えられる。 

SPAM Regional Banjar Bakula では Banjarmasin 市や Barito Kuala 県が既に利用している河

川が取水源となるため、広域水道には水質課題の解消への期待が薄い。 

他方、Tanah Laut 県などの南部・東部の地域は水量そのものの確保に苦慮している。その

ため、SPAM Regional Banjar Bakula のダム水源を通じた水源増加への期待が高い。しかし、

その水源となる上流のリャムカナンダムは、分水堰付近の養殖漁業による富栄養化やホテイ

アオイの繁茂が進行し、さらにダム上流の森林伐採のために水源涵養林の保水力も低下し

ているため、年々放流水量が減少している。リャムカナンダムは、我が国の支援で建設され

た多目的ダムで、インドネシア国営電力公社（PLN）が管理しており、放流水は灌漑用にも利

用されていることから水利権の問題もあり、ダム水源の利用量増加は困難な状況である。そ

のため、リャムカナンダムの近傍への新たなダム開発の計画も立てられている。 
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 対象案件の実施可能性検討 

 対象案件概要 

1) ジャカルタ 

2023 年のコンセッション終了を見越した我が国水道関係者による技術協力をベースとした協

力案件が、イ国および我が国双方のニーズに最も合致しているものと考えられる。 

・ M/P 見直し・BuaranⅢ浄水場整備プロジェクト 

最も優先すべき BuaranⅢ浄水場整備事業の実施内容は、以下の通りである。 

① BuaranIII 浄水場系の水利権申請 

② BuaranIII 浄水場系の導水ポンプの整備 

③ BuaranIII 浄水場の整備 

④ R1 配水センター（CDC）の拡張 

表 20 想定される整備施設 

 

目標・目的 給水人口の増加およびジャカルタの地盤沈下対策の一環として、給水量

5,000L/s の浄水場、および付帯の取水・導水施設を整備する。 

事業計画・

調達計画 

我が国の有償資金協力スキームの活用を想定し、1997 年 JICA ジャカルタ市水

道計画整備(見直し)M/P のレビューとして、PAM Jaya の既存計画と現状分析

に基づくジャカルタ市全体の中長期 M/P を実施する。その中で BuaranⅢ浄水

場整備事業も優先事業として FS 調査も併せて実施する。 

インドネシア開発銀行（PT. SMI）を介し財務省（IIGF）を保証人とするジャ

カルタ首都特別州へのツーステップローンを想定するが、時間的な制約等が

顕在化する場合は地盤沈下対策付帯事業等の名目による中央政府への円借款

事業の可能性も検討する 

実施体制 PAM Jaya をカウンターパートに、JISCOWAPINDO メンバーを中心としたコンサ

ルティング企業やプラント・管路メーカー等によるチーム体制を構築する 

事業スケジ

ュール 

2017～2018 年：協力準備調査 

2019～2022 年：円借款事業 
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また、上記案件を成案させるために重要な取り組みとして、PAM Jaya への長期専門家派遣

が考えられる。コンセッション開始前の PAM Jaya 職員の 8 割がコンセッショネアに転職し、

現在はコンセッション事業の管理組織と言っても過言ではない状態の水道公社の、人材・組

織建て直しを図る。同時に、長期専門家が両国関係者間の橋渡しとなり、PAM Jaya の最新

動向・情報の収集や協力関係の再構築・発展のキーマンとなる。 

・ コンセッション終了後の PAM Jaya 水道運営技術支援プロジェクト 

2) バンジャルマシン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 担当官庁と実施機関 

3.2.1 関係省庁等 

1) 中央省庁 

公共事業国民住宅省居住総局水道システム開発局 

全国の水道整備計画や予算配分や実施の調整を行う統括機関であり、世銀をはじめ多国間援

助機関や第三国ドナーとの援助調整も行っている。 

全国上水道システム開発援助庁（BPPSPAM） 

公共事業国民住宅省直轄機関として、PDAM 及び民間水道事業体のモニタリング権限を持ち、

PDAM に対する事業改善提案を行うほか、全国の PDAM の健全度評価を実施している。な

お、上水道分野の PPP、BtoB 案件は、水道システム開発局との調整のもとで BPPSPAM が

目標・目的 PAM Jaya の水道事業者としての組織運営機能改善、技術力向上、水道サービ

ス持続性確保を目的として、我が国の水道事業経営に関する技術移転を通じ

た人材育成・組織能力強化を図る 

事業計画・

調達計画 

上記 BuaranⅢ有償資金協力の付帯事業としての技術協力プロジェクトスキー

ムの活用を想定する 

実施体制 カウンターパートを PAM Jaya とし、JISCOWAPINDO メンバーを中心とした我が

国水道事業体、JICA 専門家経験者、水道関連団体（日本水道協会、国際厚生

事業団等）によるチーム体制を構築する 

事業スケジ

ュール 

2017～2023 年：PAM Jaya への JICA 専門家派遣、個別研修プログラム 

2019～2022 年：技術協力プロジェクト 

目標・目的 インドネシア政府主導で整備が進められている地方広域水道（SPAM 

Regional）の一つである Banjar Bakura プロジェクトの一環として、

Banjarmasin および周辺地域（Kota Banjar Baru、Kab.Banjar、Kab. Barito 

Kuala、Kab. Tanah Laut）の給水人口増加を目的とした取水場・浄水場・送

配水管施設の整備を行う 

事業計画・

調達計画 

我が国の有償資金協力スキームによる中央政府への円借款事業を計画する 

実施体制 カウンターパートを PDAM Banjarmasin とし、JISCOWAPINDO メンバーを中心と

したコンサルティング企業、プラントメーカー、管路メーカーによるチーム

体制を構築する 

事業スケジ

ュール 

2017～2018 年：協力準備調査 

2019～2022 年：円借款事業 
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情報をとりまとめ冊子として公表している。 

2) その他 

インドネシア水道協会（PERPAMSI） 

全国の PDAM および民間事業体が会員の組織で、イ国の上水道関連施策目標の達成を支援

することを目的に、人材育成や研修の支援や協会員間での情報共有促進などを主な活動とし

ている。 

 我が国による協力の経過 

3.3.1 技術協力の経過 

1) 上水道分野の対インドネシア援助実績 

我が国の水道分野の ODA 実績は表 21 のとおりであり、援助スキーム、対象地域（都市/地方）

について Buaran スの取れた支援が実施されてきた。ただし、スマトラ島およびカリマンタン島を

対象にした支援は実施されていない。 

表 21 上水道分野に関する我が国の ODA 実績 

ODA スキーム 案件名 対象地域 実施期間／調印年 

開発調査 ｼﾞｮｸﾞｼﾞｬｶﾙﾀ特別州広域水道整備計画調査 ｼﾞｬﾜ島 2006.9～2008.3 
実施協力準備調査

案件 
南ﾊﾞﾘ再生水利用事業準備調査（PPP ｲﾝﾌﾗ事業） 

ｼﾞｬﾜ島
2012 

技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 地方給水ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ｼﾞｬﾜ島 2004.1～2006.12

草 の 根 技 術 協 力

(地域提案型) 
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・ｽﾗﾊﾞﾔ市民のための安全な飲料水供給と水質改

善に関する調査 
ｽﾗｳｪｼ島 2014.5～2017.3 

有償技術協力 南ｽﾗｳｪｼ州ﾏﾐﾅｻﾀ広域都市圏上水道ｻｰﾋﾞｽ改善ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ｽﾗｳｪｼ島 2009.10～2012.2

有償資金協力 ｳｼﾞｭﾝﾊﾟﾝﾀﾞﾝ上水道整備事業 ｽﾗｳｪｼ島 1993.11～2002.6

無償資金協力 ｽﾗｳｪｼ島地方水道整備計画第 1 期～第 3 期 ｽﾗｳｪｼ島 2002.7～2004.3 

無償資金協力 ｸﾞﾇﾝｷﾄﾞﾙ県上水道計画第 1 期～第 2 期 ﾇｻﾄｩﾝｶﾞﾗ島 
2007.1～2008.4(第 1 期)

2007.7～2009.1(第 2 期)

無償資金協力 東西ﾇｻﾄｩﾝｶﾞﾗ州地方給水計画 ﾇｻﾄｩﾝｶﾞﾗ島 2007.7～2009.7 

出典：外務省政府開発援助(ODA)国別ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ 2014、JICA ﾅﾚｯｼﾞｻｲﾄより編纂 

2) 我が国の水道事業体による協力実績 

我が国の水道事業体が実施した協力は、名古屋市上下水道局、および岡山市水道局によ

る「南スラウェシ州マミナサタ広域都市圏上水道サービス改善プロジェクト」での現地調査、

本邦研修が挙げられる。 

また、横浜市水道局が設立した横浜ウォーター株式会社による、北スマトラ州メダン市対象

の JICA 民間提案型普及・実証事業「樹脂管に特化した漏水探索器を使用した無収水削減

対策及び配水管網維持管理の普及・実証事業」（2013）の他、PDAM に対する上水道供給

の直接的な協力ではないものの、宇部市による草の根技術協力(地域提案型)「ブンカリス県

における環境改善協力」（2012～2015）や、北九州市環境局による以下の技術協力や調査

が実施されている。 

・ 草の根技術協力(地域提案型)「スラバヤ市水質管理能力向上」2007～2008 

・ 草の根技術協力(地域提案型)「インドネシア・スラバヤ市民のための安全な飲料水供給

と水質改善に関する調査」2014～2017 
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・ BOP ビジネス連携促進協力準備調査「太陽光発電・小型脱塩浄水装置を用いた飲用

水供給事業準備調査」2011（西ヌサ・トゥンガラ州スンバワ島） 

3.3.2 対象案件の我が国の援助方針との整合性 

1) 対インドネシア援助の方針 

「対インドネシア国別援助計画」の 3 つの重点分野（①更なる経済成長への支援、②不均衡の

是正と安全な社会造りへの支援、③アジア地域及び国際社会の課題への対応能力向上のため

の支援）の観点について、本事業は、スマトラ島やカリマンタン島といった地方部を対象とし（②

に対応）、イ国の他マレーシアや中国などにも分布する熱帯・亜熱帯地域の泥炭湿地というアジ

ア地域の抱える環境保全・気候変動等の地球規模課題への対応（③に対応）を通じて、我が国

高度浄水処理技術の活用を通した水道事業経営改善（①に対応）を行うことから、対イ国への

援助方針に沿っているものと考えられる。 

2) 水と衛生に関する拡大パートナーシップ・イニシアティブ 

2006 年の第 4 回世界水フォーラムで発表された「水と衛生に関する拡大パートナーシップ・イニ

シアティブ」において示された以下の基本方針５項目について、今回の対象案件は、基本方針

5 項目のうち、（1）、(3)、（5）に寄与するものと考えられる。 

 

図 27 「水と衛生に関する拡大パートナーシップ・イニシアティブ」基本方針 

（1）の「水利用の持続可能性の追求」に関しては、現地で未利用水源となっている高色度原水

の有効利用に資する技術の適応の観点から、持続可能性の確保が期待できる。（3）の「能力開

発の重視」に関しては、対象地域以外の多くの PDAM が抱える課題である浄水技術の移転によ

って、イ国全体の技術力向上が図られると考えられる。（5）の「現地の状況と適正技術への配慮」

に関しては、膜処理などの高度技術に頼らず、現地で主に採用されている凝集沈殿処理を基

本とした色度処理技術や、現地調達可能な活性炭の活用検討が合致する。 

水道分野の国際協力のあり方 

対象案件の、都市・地方に関わらず広範囲の課題である高色度原水の処理技術導入というテ

ーマ性は、国際協力事業評価検討会（水道分野）報告書（平成 18 年）で提言されている、厚生
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労働省が実施する水道分野の国際協力事業のあり方の、以下の点で整合性が高い。 

都市水道に対する援助の重要性 

都市水道への援助の重要性、裨益効果の大きさを認識し、支援を継続していく必要がある 

村落給水に対する配慮 

中小規模の水道整備プロジェクトではその持続可能性に対する配慮が特に重要で、自立経

営、適正技術及び住民参加の 3 つの観点をより明確に意識してプロジェクト形成を図ること

が重要 

総合的な援助の必要性 

様々なスキームを適切にしかも効率的かつ効果的に組み合わせることによって、援助をより

計画的、戦略的に実施する手法を基本として国際協力事業を実施していくことが適当である。

そのためには ～中略～ 官民の連携などを一層深める必要がある 

人材確保・育成の必要性 

水道分野の国際協力においては、水道事業体の人材と同様に民間企業の人材も一定の役

割を担っており、機会を捉え、民間企業の人材の活用も視野に入れた検討も望まれる 

また、対象案件は新水道ビジョンの「産官学連携体制による新たな技術提案や効果的な研究開

発」「日本の水道事業者、水関連企業が有する技術・ノウハウを海外市場に提供することによる、

アジア・アフリカ諸国における衛生的な水供給の確保への貢献」にも寄与するものとして、我が

国の水道分野の国際協力の方向性に合致する。 

3.3.3 案件の実現に向けた課題 

1) ジャカルタ案件の実現の上での課題 

・ 上下水統合組織の動向、ジャカルタ首都特別州政府の意向、既存コンセッショネア 2 社

との関係性など、外部条件の確認が必要となる。 

・ PAM Jaya は好意的に提案を受け止めている模様だが、PAM Jaya からの要望だけでは

不足で、中央政府、ジャカルタ首都特別州政府への説明・説得を通じた支援協力の取り

付けが必要となる。公共事業・国民住宅省は、自分達の所管事業である SPAM Jatiluhur 

I＆II の推進を優先に考えている模様。また、取水以降の水道事業所管は人間居住総

局、水利権所管は水資源総局、BuaranⅢ浄水場整備案件の Blue Book 記載所管は建

設開発総局、であり、省内組織間での調整も求められる。 

・ JICA スキームを活用するのであれば、現在実施中の下水道整備や地盤沈下対策のプ

ロジェクトと、再生水利用や用途別使用水量予測などの観点から密な連携が求められ

る。 
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2) バンジャルマシン案件の実現の上での課題 

・ 我が国水道事業体を巻き込んだ協力体制の確立が課題である。PDAM Bandarmasih

は、高い技術力、400 名を誇る職員数、高い水道料金などで、インドネシア国内屈指の

良好な経営状況。中央政府が実施中の、PDAM 改善・人材育成プログラムで検討され

ている水道技術の地方拠点の候補にも挙げられている。PDAM Bandarmasih の総裁は

インドネシア水道協会副会長も兼ねており、日本の水道事業体等の技術ノウハウの取得

にも意欲的であることから、積極的な我が国水道事業体の関与が求められる。 

 


